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(Improvement and Conservation of National Environmental Quality Act of 1975)が制定された。
1976年憲法は、 1974年の環境条項を排除したが、 1978年12月に公布された現憲法によって1974年憲
法第78条及び第93条を第69条及び第65条として環境条項が復活した。 1981年に国家環境委員会















閏家環境委員会 (NationalEnvironmental Board : NEB)及びその事務局として国家環境委員会事務局













案・運営にあたっては、科学技術・環境省 (MSTE)の環境政策計画庁 (Officeof Environmental Policy 
and Planning : OEPP)、公害規制局及び環境質推進局などがその機能を担当することになった。また、
環境保全法により創設された環境基金のための基金委員会 (FundCommittee)、汚染規制のための汚
























































2 拙稿 (1989)rアジア環境法政策研究(1) タイ環境法政策」北見大学論集22号、 p.99.


































































































政策となる O しかし、 OEPPの4大優先環境保護地域7に関するこれまでの経験では、この立法を履
行する上での困難性も明らかになった80
5 Schwann Tunhikorn: Management of Biodiversity of Wetland in Thailand， Public Awareness of Biodiversity in 























NEQAは、現在のタイ環境法の中核をなしている O 環境アセスメントは、 1981年科学技術エネル
ギー省告示により具体的な対象事業が公示され、実施されてきたところであるが、 NEQAにより全面
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(1990 regarding the Control ofWat町 Polution)で利水用途に対応した四類型 (A:飲用、 B:処理飲







































1991年現在、指定されている自然保護区域は、 333ケ所、 1500万ha、国立公園の指定は、 24地域、 670
万haとなっている22 その多くが、森林であるが、湿地生態系も含まれている。また、海洋部には、
海洋国立公園と海洋自然保護区域の指定がなされており、 10， o 13krlとなっている。このなかには海岸
沿岸部に広がる湿地生態系も含まれている。インドネシアの湿地面積は、 35， OOOknlあるとされてい
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のための参考用語 (Termsof Reference: TOR)の決定、④ ANDALの評価、⑤環境管理計画












アセスメント制度は、1)PIL (初期環境情報報告畜)、 2)ANDAL (環境影響評価書)、 3)RKL 
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ては、国立公園法 (NationalParks Act ，1980)、野生生物保護法 (Protectionof Wild Life Act ，1972)、
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衆参加を義務づけている。フィリピンでは、個別法であるが、 2004年に水清培法 (CleanWater Act: 
CWA)を制定し、 CWAの17条では計画アセスの実施を規定している。それを実施するための細則を
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